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研究成果の概要（和文）：本研究では，高齢者を対象とする前向き研究を通して，(a)客観的に評価された日常
の身体活動および座位行動と要介護認定との関連，および(b)国の身体活動基準を満たす身体活動の実践と要介
護認定との関連を明らかにすることを目的とした．(a)に関しては，中高強度身体活動の1日あたりの合計時間は
要介護認定と有意に関連しており，その時間が長くなるほど要介護認定を受けるリスクが低くなることが分かっ
た．一方，座位行動と要介護認定との間には有意な関連は認められなかった．(b)に関しては，国の身体活動基
準の充足状況を調査したところ，全ての対象者が基準を充足しており，その充足が要介護認定とは関連しないこ
とが分かった．

研究成果の概要（英文）：This prospective study aimed to examine (a) associations of 
objectively-measured physical activity and sedentary behavior with incident long-term care and 
support needs and (b) an association between satisfying a national physical activity guideline and 
incident long-term care and support needs in community-dwelling older Japanese adults. Regarding 
a), longer time of daily moderate-to-vigorous physical activity was found to be associated with 
lower incidence of long-term care and support needs while sedentary behavior was found to be not 
associated with the incidence. Regarding (b), it was revealed that all the participants analyzed 
satisfied the national physical activity guideline, and consequently, satisfying the guideline was 
not associated with incident long-term care and support needs.

研究分野： 地域・老年看護学

キーワード： 要介護予防　運動疫学　身体活動疫学　健康寿命

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，三軸加速度センサー内臓活動量計を用いて計測したデータを解析することで，身体活動および座位
行動と要介護認定との関連，および国の身体活動基準の充足と要介護認定との関連について，より客観的な研究
知見を獲得することができた．本研究で得られたこれらの研究知見は，今後国や各自治体が主体となって高齢者
向けの要介護予防プログラムのさらなる推進・普及を図る際に，科学的根拠（エビデンス）の一つとして活用す
ることができると考えられる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 近年の超高齢社会の到来に伴い，高齢者の要介護予防および健康寿命延伸の実現はまさに
喫緊の国家的課題となっている．厚生労働省が発表した「平成 28年版高齢社会白書」によると，
要支援を含む要介護認定を受けた高齢者は，平成 25（2013）年末で 569 万人となっており，10
年前と比べ約 200 万人も増加している．さらに，団塊の世代が 75 歳を迎える平成 37（2025）年
に向け，要介護認定数が急激に増加することが危惧されている．このいわゆる“2025 年問題”
に対処するため，厚生労働省は平成 27（2015）年度より「介護予防・日常生活支援総合事業」を
新設し，要介護予防を含む「地域包括ケアシステム」の構築を全国の各自治体に求めている．こ
のような社会的背景において，要介護に至っていない高齢者が身近に改善を図ることが可能な
「身体活動」，すなわち何かしらの筋活動によって安静の状態よりも多くのエネルギーを消費す
るすべての活動や，「座位行動」，すなわち座位または臥位でエネルギー消費量が 1.5 メッツ以下
のすべての覚醒行動に着目した要介護予防プログラムの構築に大きな期待が寄せられている． 
 
(2) これまでの中・高齢者を対象とした国内外の研究では，日常生活において身体活動を増やす
ことで，要介護の原因疾患となりうる糖尿病，メタボリックシンドローム，がん，循環器疾患と
いった生活習慣病や認知症などの発症が抑制されることが報告されている．さらに近年の研究
では，身体活動の多寡にかかわらず，日常生活中の座位行動を減らすことによってもこれらの疾
患の多くが抑制される可能性が示されている．以上の研究知見から，(a)本邦の地域在住高齢者
における日常の身体活動の増加や座位行動の減少は，将来要介護に至るリスクを低減する効果
を有すると予想できるが，現時点ではこのような効果に関する明らかなエビデンスは得られて
いない．また，健康づくりのための身体活動の推進を目的に厚生労働省が策定した「健康づくり
のための身体活動基準 2013」では，健康な高齢者に対して，「強度を問わず身体活動を 10 メッ
ツ・時／週（毎日 40分）実践すること」が推奨されているが，(b)本邦の地域在住高齢者におい
て，この基準を満たす身体活動の実践が将来要介護に至るリスクを低減するのに有効であるこ
とを示す明らかなエビデンスは存在しない．今後，身体活動の増加および座位行動の減少を軸と
する高齢者向けの要介護予防プログラムの推進・普及を図るためには，上記(a)，(b)の効果に関
するエビデンスの構築が必要不可欠であると考えられる． 
 
２．研究の目的 
本研究では，福岡県糟屋郡篠栗町在住の高齢者を対象とする 8 年間の前向き観察コホート研

究を通して，(a)客観的に評価された日常の身体活動および座位行動と要介護認定との関連，お
よび(b)「健康づくりのための身体活動基準 2013」を満たす身体活動（強度を問わず 10メッツ・
時／週）の実践と要介護認定との関連を明らかにすることを目的とした． 
 
３．研究の方法 
(1) 客観的に評価された日常の身体活動および座位行動と要介護認定との関連 
本研究の対象者は，福岡県糟屋郡篠栗町在住で要介護認定を受けていない 65 歳以上の高齢者

を対象に 2011 年に実施された「篠栗元気もん調査」のベースライン調査対象者 2,629 名のうち，
解析データに欠損の無い 1,687 名とした（男性：37.8%，年齢：73.3±6.0 歳）．三軸加速度セン
サー内臓活動量計（Active Style Pro HJA-350IT, オムロン ヘルスケア株式会社）を用いてベ
ースライン調査時の日常の活動を 7日以上計測し，活動量計装着時間が 10 時間以上の日が 4日
以上あるデータを解析対象とした．3 メッツ以上の活動を中高強度身体活動（moderate-to-
vigorous physical activity: MVPA），また 1.5 メッツ以下の活動を座位行動（sedentary 
behavior: SB）と定義した．MVPA に関しては，全 MVPA の 1 日あたりの合計時間（分／日），1回
の継続時間が 10分以上の MVPA の 1日あたりの合計時間（分／日），1回の継続時間が 10分未満
の MVPA の 1 日あたりの合計時間（分／日）をそれぞれ曝露因子として算出した．また，SBに関
しては，全 SBの 1日あたりの合計時間（分／日），1回の継続時間が 30 分以上の SB の 1日あた
りの合計時間（分／日），1 回の継続時間が 30 分未満の SB の 1 日あたりの合計時間（分／日）
をそれぞれ曝露因子として算出した．各曝露因子において対象者を男女別で四分位群に分け，
Cox 比例ハザード回帰分析を用いて 8 年間の要介護認定（要支援 1～要介護 5）との関連性を検
討した．その際の調整因子としては，年齢，性，活動量計装着時間，教育歴，体格指数，同居状
況，認知機能低下状況，既往歴数，下肢機能低下状況，飲酒喫煙状況を用いた． 
 

(2)「健康づくりのための身体活動基準 2013」を満たす身体活動の実践と要介護認定との関連 
本研究の対象者は，福岡県糟屋郡篠栗町在住で要介護認定を受けていない 65 歳以上の高齢者

を対象に 2011 年に実施された「篠栗元気もん調査」のベースライン調査対象者 2,629 名のうち，
解析データに欠損の無い 1,650 名とした（男性：38.1%，年齢：73.3±6.0 歳）．三軸加速度セン
サー内臓活動量計（Active Style Pro HJA-350IT, オムロン ヘルスケア株式会社）を用いてベ
ースライン調査における対象者の活動を 7日以上計測し，活動量計装着時間が 10 時間以上の日
が 4日以上あるデータを解析対象とした．「健康づくりのための身体活動基準 2013」では，65 歳
以上の基準が「強度を問わず身体活動を 10 メッツ・時／週実践すること」と定められ，また別
記として「高齢者においても可能であれば 3メッツ以上の運動を含めた身体活動に取り組み，身
体活動量の維持・向上を目指すことが望ましい」と記されていることを鑑み，1.6 メッツ以上の



活動（強度を問わない身体活動）と 3メッツ以上の活動（MVPA）のそれぞれについて 1週間あた
りの活動量（メッツ・時／週）を算出した．その上で両指標における推奨身体活動量（10メッ
ツ・時／週）の充足状況を曝露因子として，Cox 比例ハザード回帰分析を用いて 6年間の要介護
認定（要支援 1～要介護 5）との関連性を検討した．その際の調整因子としては，性，年齢，教
育歴，肥満状況，同居状況，認知機能低下状況，飲酒・喫煙状況，既往歴数，活動量計装着時間
を用いた． 
 
４．研究成果 
(1) 客観的に評価された日常の身体活動および座位行動と要介護認定との関連 
 8 年間の追跡期間中に 409 名（24.2%）の新規認定が認められた．全 MVPA の 1日あたりの合計
時間は，事前に定めた全ての調整因子を考慮したモデル（Model 2）において追跡期間中の要介
護認定と有意に関連していた（表 1）．このモデルにおいて，全 MVPA の 1日あたりの合計時間が
最も少ない第 1四分位群を基準とすると，最も多い第 4四分位群の相対的な要介護リスク（ハザ
ード比）は 0.38（95%信頼区間：0.27-0.55）となり，群間で有意な傾向性も認められた．また，
調整因子に SBを追加したモデル（Model 3）においても同じような関連や傾向が認められた．さ
らに，上記と同様の結果は，1回の継続時間が 10分以上の MVPA の 1日あたりの合計時間，およ
び，1回の継続時間が 10 分未満の MVPA の 1日あたりの合計時間についても認められた（表 1）． 
 全 SB の 1 日あたりの合計時間は，事前に定めた全ての調整因子を考慮したモデル（Model 2）
において追跡期間中の要介護認定と有意に関連していた（表 2）．このモデルにおいて，全 SBの
1 日あたりの合計時間が最も少ない第 1四分位群を基準とすると，最も多い第 4四分位群の相対
的な要介護リスク（ハザード比）は 1.48（95%信頼区間：1.07-2.05）となり，群間で有意な傾向
性も認められた．しかし，調整因子に MVPA を追加したモデル（Model 3）においては同じような
関連や傾向は認められなかった．上記と同様の結果は，1回の継続時間が 30分以上の SBの 1 日
あたりの合計時間についても認められた．一方，1回の継続時間が 30分未満の SB の 1 日あたり
の合計時間については，Model 2 において有意な関連や傾向性が認められなかった（表 2）． 
 以上の結果から，本邦の地域在住高齢者において日常の中高強度身体活動の増加は，将来要介
護に至るリスクを低減する効果を有する可能性が示唆された．また，中高強度身体活動によるリ
スク低減効果は，その継続時間に依らない可能性が示唆された．一方，日常の座位行動の減少に
関しては，そのようなリスク低減効果の可能性は示唆されなかった． 
 
 

表 1 中高強度身体活動と要介護認定との関連 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

HR (95%CI) p HR (95%CI) p HR (95%CI) p
Total MVPA
    Quartile 1 (low) 190/420 1.00 1.00 1.00
    Quartile 2 103/420 0.64 (0.5 - 0.82) 0.0004 0.64 (0.5 - 0.82) 0.0004 0.63 (0.48 - 0.82) 0.0006
    Quartile 3 70/424 0.47 (0.35 - 0.63) <.0001 0.48 (0.36 - 0.65) <.0001 0.47 (0.34 - 0.66) <.0001
    Quartile 4 (high) 46/423 0.37 (0.26 - 0.52) <.0001 0.38 (0.27 - 0.55) <.0001 0.38 (0.25 - 0.56) <.0001
    p  for trend <.0001 <.0001 <.0001
MVPA in bouts of ≥10 min
    Quartile 1 (low) 163/416 1.00 1.00 1.00
    Quartile 2 104/425 0.68 (0.53 - 0.88) 0.0029 0.65 (0.5 - 0.85) 0.0012 0.68 (0.52 - 0.88) 0.0039
    Quartile 3 86/423 0.67 (0.51 - 0.88) 0.0044 0.68 (0.51 - 0.9) 0.0077 0.73 (0.55 - 0.98) 0.0366
    Quartile 4 (high) 56/423 0.49 (0.36 - 0.68) <.0001 0.5 (0.36 - 0.7) <.0001 0.55 (0.39 - 0.78) 0.0007
    p  for trend <.0001 <.0001 0.0014
MVPA in bouts of 1-9 min
    Quartile 1 (low) 185/420 1.00 1.00 1.00
    Quartile 2 105/421 0.75 (0.58 - 0.96) 0.02 0.73 (0.57 - 0.94) 0.015 0.74 (0.56 - 0.96) 0.0241
    Quartile 3 66/422 0.5 (0.37 - 0.68) <.0001 0.5 (0.37 - 0.68) <.0001 0.51 (0.37 - 0.71) <.0001
    Quartile 4 (high) 53/424 0.46 (0.33 - 0.64) <.0001 0.47 (0.34 - 0.66) <.0001 0.48 (0.32 - 0.72) 0.0004
    p  for trend <.0001 <.0001 <.0001

No. of
events/subjects

Model 1 Model 2 Model 3

The quartile cut points were:  total MVPA, 16.9, 34.8, 57.8  min/day for men and 20.6, 40.0, 64.1 min/day for women; MVPA in bouts of ≥
10 min, 1.6, 9.0, 27.9  min/day for men and 1.4, 8.6, 21.9  min/day for women; MVPA in bouts of <10 min, 10.0, 19.0, 30.8 min/day for
men and 15.5, 27.8, 42.6 min/day for women.

Model 2: adjusted for education, body mass index, living alone, cognitive impairment, multimorbidity, low extremity limitation, smoking,
drinking plus factors in model 1.

Model 1: adjusted for age, sex, and wear time.

Model 3: adjusted for total SB plus factors in model 2.

MVPA: moderate-to-vigorous physical activity, SB: sedentary behavior.



表 2 座位行動と要介護認定との関連 
 

 
 
(2)「健康づくりのための身体活動基準 2013」を満たす身体活動の実践と要介護認定との関連 
 強度を問わない身体活動と MVPA の 1 週間あたりの活動量は，それぞれ 100.6±33.4 メッツ・
時／週と 18.4±14.8 メッツ・時／週であった．強度を問わない身体活動の 1週間あたりの活動
量に関しては，全ての対象者が推奨量（10 メッツ・時／週）を充足した（図 1）．また，MVPA の
1 週間あたりの活動量に関しては，1,093 名（66.2%）が推奨量を充足した（図 1）．6年間の追跡
期間中に 264 名（16.0%）の新規認定が認められた．MVPA の 1 週間あたりの活動量は，事前に定
めた全ての調整因子を考慮したモデルにおいて追跡期間中の要介護認定と有意に関連していた．
このモデルにおいて，非充足群を基準とすると，充足群の相対的な要介護リスク（ハザード比）
は 0.51（95%信頼区間：0.39-0.68）となった． 
 以上の結果から，「健康づくりのための身体活動基準 2013」における 65 歳以上の基準に対し
ては，全ての対象者が推奨量を充足しているため，その充足が将来要介護に至るリスクとは関連
しないことが分かった．一方，もし仮に別記の「高齢者においても可能であれば 3メッツ以上の
運動を含めた身体活動に取り組み，身体活動量の維持・向上を目指すことが望ましい」が考慮さ
れる場合には，推奨量の充足が将来要介護に至るリスクを低減する効果を有する可能性が示唆
された． 
 
 

 
図 1 強度を問わない身体活動（a）と中高強度身体活動（b）の活動量の度数分布 

HR (95%CI) p HR (95%CI) p HR (95%CI) p
Total SB
    Quartile 1 (low) 83/421 1.00 1.00 1.00
    Quartile 2 100/420 1.22 (0.91 - 1.64) 0.18 1.3 (0.96 - 1.75) 0.09 1.01 (0.75 - 1.38) 0.93
    Quartile 3 103/423 1.16 (0.86 - 1.56) 0.34 1.18 (0.87 - 1.6) 0.30 0.82 (0.6 - 1.14) 0.24
    Quartile 4 (high) 123/423 1.48 (1.07 - 2.03) 0.02 1.48 (1.07 - 2.05) 0.02 0.86 (0.59 - 1.25) 0.43
      p  for trend 0.0351 0.0457 0.25
SB in bouts of ≥30 min
    Quartile 1 (low) 81/421 1.00 1.00 1.00
    Quartile 2 88/422 1.09 (0.81 - 1.48) 0.57 1.17 (0.86 - 1.59) 0.32 1.04 (0.76 - 1.42) 0.80
    Quartile 3 103/421 1.16 (0.86 - 1.56) 0.32 1.27 (0.94 - 1.71) 0.12 0.99 (0.72 - 1.35) 0.94
    Quartile 4 (high) 137/423 1.46 (1.09 - 1.96) 0.0119 1.51 (1.12 - 2.03) 0.0076 1.04 (0.75 - 1.44) 0.81
    p  for trend 0.0098 0.0064 0.90
SB in bouts of 1-29 min
    Quartile 1 (low) 111/421 1.00 1.00 1.00
    Quartile 2 98/422 0.87 (0.66 - 1.15) 0.32 0.88 (0.67 - 1.16) 0.38 0.82 (0.62 - 1.08) 0.159
    Quartile 3 102/421 1.06 (0.8 - 1.41) 0.67 1.05 (0.79 - 1.4) 0.73 0.9 (0.68 - 1.2) 0.478
    Quartile 4 (high) 98/423 1.04 (0.77 - 1.4) 0.83 1 (0.74 - 1.35) 0.98 0.82 (0.6 - 1.12) 0.208
    p  for trend 0.59 0.80 0.29

SB: sedentary behavior, MVPA: moderate-to-vigorous physical activity.

Model 1: adjusted for age, sex, and wear time.
Model 2: adjusted for education, body mass index, living alone, cognitive impairment, multimorbidity, low extremity limitation, smoking,
drinking plus factors in model 1.
Model 3: adjusted for total MVPA plus factors in model 2.
The quartile cut points were: total SB, 413.5, 498.6, 572.3 min/day for men and 363.6, 435.0, 514.2 min/day for women; SB in bouts of ≥
30 min, 129.0, 198.2, 283.8 min/day for men and 93.1, 145.3, 217.9 min/day for women; SB in bouts of <30 min: 225.6, 274.7, 320.5
min/day for men, 235.7, 277.9, 314.2 min/day for women.

No. of
events/subjects

Model 1 Model 2 Model 3
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